
資料５－２ 

消費者庁及び消費者委員会設置法（抄） 

（平成二十一年六月五日法律第四十八号） 

（設置）  

第六条 内閣府に、消費者委員会（以下この章において「委員会」という。）を置く。  

２  委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 次に掲げる重要事項に関し、自ら調査審議し、必要と認められる事項を内閣総理

大臣、関係各大臣又は長官に建議すること。 

ヘ 個人情報の適正な取扱いの確保に関する重要事項 

二 内閣総理大臣、関係各大臣又は長官の諮問に応じ、前号に規定する重要事項に

関し、調査審議すること。  

四  消費者基本法、消費者安全法 （第二十条を除く。）、割賦販売法、特定商取引

に関する法律、特定商品等の預託等取引契約に関する法律、食品安全基本法、不

当景品類及び不当表示防止法、食品衛生法、農林物資の規格化及び品質表示の

適正化に関する法律、家庭用品品質表示法、住宅の品質確保の促進等に関する

法律、国民生活安定緊急措置法 （昭和四十八年法律第百二十一号）及び個人情

報の保護に関する法律の規定によりその権限に属させられた事項を処理すること

。  

 

 

 



個人情報の保護に関する法律（抄） 

（平成十五年五月三十日法律第五十七号） 

 

第七条 政府は、個人情報の保護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るた

め、個人情報の保護に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければな

らない。  

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向  

二 国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項  

三 地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項  

四 独立行政法人等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事

項  

五 地方独立行政法人が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な

事項  

六 個人情報取扱事業者及び第四十条第一項に規定する認定個人情報保護団体が

講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項  

七 個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項  

八 その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項  

３ 内閣総理大臣は、消費者委員会の意見を聴いて、基本方針の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方

針を公表しなければならない。  

 



個人情報の保護に関する基本方針（抄）  

平成１６年４月２日  

閣議決定  

平成２０年４月２５日  

一部変更  

平成２１年９月１日  

一部変更 

２ 国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 

(2) 政府全体としての制度の統一的な運用を図るための指針 

⑤ 法の施行の状況の消費者庁への報告と公表  

関係行政機関は、法第５３条第１項の規定に基づき、毎年度の法の施行

状況として、法第４章に基づく報告の徴収、助言等の規定の実施の状況の

ほか、事業等分野におけるガイドライン等の策定及び実施の状況、認定個

人情報保護団体における苦情の処理等の取組状況、個人情報取扱事業者か

らの個人情報漏えい等事案の状況等について消費者庁に報告するものとす

る。 

消費者庁は、関係行政機関からの報告を取りまとめ、その概要を公表する

とともに、消費者委員会に報告するものとする。 


